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1960年代イギリスの経済計画 (I)
?
村 雄 郎
1951年10月におけるイギリス保守党の政権復帰はイギリスの戦後の経済統
制，経済計画化時代の終了を意味したはずであった。だが，その10年後の1961
年7月，その同じ保守党の手によって国民経済発展審議会設置の構想が発表さ
れ，再び経済計画化への途をたどることとなった。1) これにはいくつかの理由
があげられている。その第一は，いうまでもなく 1950年代中期以降におけるイ
ギリスの経済動向に関するものであった。繰り返される国際収支の危機，ポン
ド防衛のためにとられる制限的諸政策のもとでその経済成長は他のヨーロッパ
諸国におくれをとり，また経済はきわめて不安定であった。それはなかんずく
政策―ストップ・ゴー政策と皮肉られたところの一ーの失敗によるものと考
えられ，経済運営のための手段の変革を要求する声が高まりつつあった。その
中で1961年における国際収支危機は計画化への直接的契機となったのである。
第二に，大陸諸国における急速な経済成長は経済計画への親近感を生み出して
いった。とくにフランスにおける，いわゆる経済の奇績が指示的計画化の成功
の証拠として一般に評価され，しかも社会主義国のそれとちがったトゲのない
計画として迎えられた。第三に，産業界においてもまたこの指示的計画の導入
について要望する声が高まりつつあった。2) 「経済計画への復帰をうながした
1) 60年代のイギリスにおける経済計画は， その前史としての1957年に設立された「価
格，生産性および所得委員会」に始まるといわれるが，ここでは国民経済計画の開始以
降に問題を限定する。
2)例えば， 1960年に開かれたイギリス産業連盟の会議とその報告書。
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力は……むしろ経営者の最上層から出てきたものだった。」8)第四に，もともと
マクミラン首相は大恐慌の最中において自由主義体制の廃止を支持し，また一
種の計画制度—個々の産業審議会活動を調整する中央経済審議会の制度一~
を提唱した経験をもっていた。その故にこの計画化への動きは彼の計画化理念
に実現の機会を与えるものでもあった。 NEDCの設立は彼の意向に負うとこ
ろが多いといわれる0。第五に，野党の労働党においても経済停滞を「政府が
計画を拒否したことの直接的結果」5) であるとし，フランス型の指示的計画を
提唱していた。以上，イギリスにおける経済計画化への原因をあげたが，一言
にしていえば，各方面における「イギリス経済の遂行についての積り積った不
満が主な原因であった」6) ということになろう。
1960年代における経済計画として， 1~63年の "Growth of the United 
Kingdom Economy to 1966" その他の NEDCレポー ト，.1965年の DEA
の "NationalPlan"および1969年の DEAの "TheTask Ahead"がある。
だが，経済計画として正式に発表されたのは，第二のものだけであって他はレ
ポートないしドキュメントであった。本稿はこれらの簡単な素描を通じて資本
主義における経済計画の意味について考えようとするものである。7)
ー
1960年代イギリスの経済計画化の出発点をなすものは， 1962年における国民
経済審議会 (NEDC)の設立である。この審議会は大蔵大臣の諮問機関であり，
3)シュルツ， アリバー編『所得政策論争」金森久雄，丸茂明則訳， 東洋経済新報社，
189ぺ＿ジ。
4) G. Polani, Planning in Britain, IEA, 1967, p. 19 
5) Plan for Progress, Labour Party Policy Statement, 1958, p, 5 
6) G.C. アレン『イギリスの産業構造』上田宗一郎， 山鹿俊一訳， ミネルヴァ書房，
151ページ
7)イギリスの経済計画についてのヨリ詳しい検討ー政策問題をふくむーは次稿以下に残
される。
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したがって公式の政府計画を作成する任に当るものではなく，もっぱら研究と
協議のための機関であった。審議会は政府，産業人，労働組合の代表によって
構成され，大蔵大臣が議長となった。イギリスにおける経済計画機関は，まず
政府官庁の外部に設けられ，また政府からの委員は他の委員と同等の資格で参
加したにすぎない。8) 審議会の目的は将来の計画と関連して，国家の経済的パ
ーフォーマンスを検討すること，ヨリ急速な成長への阻害要因が何であるか，
それらがいかにして克服されうるかをともに考えること，ヨリ大きな効率とョ
リ急速な成長を達成する方法について意見の一致を求めること 9), つまりは各
界代表の協調のもとに，将来における経済成長の可能性を検討することであっ
た。そして審議会の主要な課題として与えられたのは成長率を中心とするレポ
ートを準備することであった。このレポートは「1966年へのイギリス経済の成
長」と題して1963年に発表された。その主要な目標はヨリ急速な成長と国際収
支の均衡であった。
これは産業調査とマクロ経済研究とに分れた。産業調査は17の産業の主要な
企業について年4.0バーセントの成長率10)の実現の可能性を調査するものであ
った。その方法は．目標成長率を提示し，その実現可能性に関する彼らの能力
について 1組の質問ーー産出高，輸出入，雇用，設値能力などの予測につい
にて一ーを行い解答を求めるものであった。その結果産業を予想成長率にした
がって 3つのグループ，すなわち，高い成長率の産業，中間の産業，低い産業
分類し検討を加えた。そしてこれら産業が4.0バーセントの成長率を達成す
るには越え難い困難は存在せず，またこれら以外の産業は必ずしも同一の成長
率を達成する必要がないとされた。 この産業調査にもとずきマクロ研究にお
8) NEDCについてはたとえばショーンフィールド「現代資本主義」海老沢道進他訳，
オックスフォード出版局， 135ページ以降参照。
9) C. T. Sandford, "Indicative Planning" in Economic Policy, ed. by C.T. Stan-
ford and M. Bradbury, macmillan Stmartins Press, 1970, p. 266 
10)この成長率は予測率ではなく，「野心的」あるいは「実験的」なそれとして先ず設定
された。
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いて政府部門を含む国民経済全体としての目標成長率の検討が行われた。そこ
では，年0.8パーセントの労働力増加率と年3.2パーセントの生産性上昇率がみ
こまれ，以下のように主項目について目標率が定められた。国民総生産4.0,
消費者消費3.5, 公共消費3.5,総固定投資5.3, 輸出 5.0など11)。だがこれ
らは成長率をふくめて，いわば「可能性の推定」以上のものではなかった。こ
の NEDCレポートは，政府の計画として採用されたわけではないが， NEDC
のもうひとつのレポート "Growthof the Economy"が発表された 1964年に
は政府政策の目標として認られた。だが各方面からの期待にもかかわらず，そ
れの実現は成長率においても国際収支の均衡においても，完全な失敗に終っ
た。 1964年の国際収支危機と引締め政策は 4パーセント成長の夢を打ちくだい
たのである。
第二の計画は『国家計画』 (NationalPlan)であった。 1964年政権の座に復帰
した労働党は直ちに計画機構に重要な変更を行った。経済問題省 (DEA) の新
設である。これによって計画機関は政府官庁の中に入り計画作成の仕事は
政府官庁の責任となった。 NEDCは残されたものの， そのスタッフの多くは
DEAに移り，それは事実上その下部機関である各経済発展委員会（産業別委員
会 EDC's)を組織し調整する機関となった。計画作成が DEAに移るととも
に，計画は政府の公約としての性格をもち計画に対する信頼性は増大した。だ
がその反面，政府と民間との協調体制，計画作成における民間の影響力も弱ま
った。このことは指示的計画としての後退を意味するものであった。これは基
本的には労働党がもつ計画理念と保守党のそれとの相違によるものであるが，
同時に， NEDC計画に対する反省の所産でもあった。 1964年の選挙への綱領
の中で，労働党はヨリ強力な計画化を約束していた。 1950年代においては強制
による計画から指示的計画へと移行することに一致していた労働党も，幾分ヨ
リ直接的な統制と干渉への復帰を承認していたと思われる。「この変化を生み
11) Polani, op. cit., p. 58 
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出したひとつの重要な要因は疑いもなく 1964年頃の大衆の心にあるものが••…•
NEDC時代における保守党の計画化の不適切さとそして国際収支危機の回帰
を避けようとした“気ままな”計画組織の失敗であるということであった。」
12)経済の成長は政府のイニシャチプによって与えられる刺戟にもとずくもの
であり， 「私的なイニシャチブのもとで統制に反対し，干渉を制限するような
政府のもとでは何事もなされえない。」18) つまり，労働党は大衆がヨリ強力な
計画化を欲しているものと判断したのである。
『国家計画」はその基本的性格について次のように記している。「政府と産
業とはともに数年先を計画しなければならないし，両者の将来に関する予測に
ついて協調することが望まれる。••…•私的産業の予測と計画は政府部門を計画
化するのに大いに役立つ。同様に産業人は自らの顧客である産業人の計画に関
する収集物から，また政府の意図を知ることによって利益をうるべきである。
•…••これらの指標は企業や産業にとって他の人々のその意向や信念について判
らぬ時よりも，ずっと情報にみちた決定をする助けとなるだろう。……予測は
また有用な統制手段である。もしある産業が指標以下に低下するならば，その
理由を発見するのに役立つだろう。ある場合には••…•いかなる行動も政府によ
って指示されないかもしれない。だが他の場合には·…••それは産業による，政
府による，あるいは両者の共同による有用な警告信号として役立つであろう。」
1羞）この引用にみるように，「国家計画」もまた指示的計画としての基本的特徴
を備えている。計画における政府と産業との協調を訴え，またその公示効果に
期待するのである。だが『国家計画』はさらに，政府の，政府部門の果すべき
役割についてのべ， そのイニシャティプを強調する。 「われわれの経済は・・・・・・
混合経済である。政府の活動領域は重要である。政府支出は総支出の大きい部
分を占め，その故に政府は祖税を大きく増加しなければならないし，この国の
12) Ibid., p. 49 
13) T. Balogh, Planning ani Progress, Fabian Society, 1963. p. 19 
14) The National Plan, HMSO, 1965, p. 3 
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基礎産業の大部分は公企業によって行われ，また政府は多くの他の分野におい
て力を行使することができる。すべてこのことは政府に大きい経済的な権力と
影響力を与える。それらはヨリ急速な成長と国力を保証するのに用いられる。」
15) そしてこうした政府の経済的な権力と影響力は，民間企業のよって立つ市
場経済に対しても行使される。市場経済は「必然的に，また能動的な政府の影
響力なしに，国家が必要とする諸結果を……生み出すものではない」からであ
る。だが，この介入も決して市場機構の運動を全面的に制禦しようとするもの
ではなく，政府が積極的な行動をとるかどうかは「そのメリットにもとずいて
判断され」「市場経済がそれにもとずいているところの復雑な機構を破壊しな
いよう配慮がなされる」16)のである。以上，要するにこの計画は政府のイニシ
ャティプの下での協調による計画，ということができるであろう。こうした性
格規定を行ったのち『国家計画」は次のような“行動プログラム”を提示する。
I政府の海外投資， I海外民間投資， I政府支出の再配分， W効率改善のため
の産業政策と国際収支， v製造業の投資， VI生産性，価格および所得政策， Vl[
積極的な労働市場政策，珊地域開発政策。17) このプログラムは計画を達成す
るための政府の政策大綱であるが，この大綱にしたがって政府ならびに政府関
係諸機関がとらなければならない政策ないし役割を“必要とされる行動のチェ
ック・リスト "18)として列挙する。そこではたとえば，国際収支の項目では，
政府の行うべきこととして海外国防費の削減，海外民間投資の制限，などを，
またイギリス国家輸出委員会は輸出業に対し歓告その他の手段を用いて援助す
ること， EDC'sは輸入節約のプランを作成することなどが明記され，政府およ
び政府諸機関による計画実現のための体制が，いわばその責任の所在を明確に
するという形で準備された。ただ，これらの政策が計画の中で十分にバランス
をとって，あるいは十分な位置付けがなされた上でのものであるかについては
15) Ibid., p. 2 
16) Ibid., p. 3 
17) Ibid., pp. 5~10 
18) Ibid., pp. 17~21 
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疑わしいが，＇ともかくもこの計画は「初めて計画が政府の政策に関するステー
トメントと政府の実行公約を表明したもの」であった。
ところで，この計画の中心的な目標は， NEDC'計画と同じく， ヨリ急速な
経済成長の達成と国際収支危機からの脱出であった。「ウイルソン政府は， そ
の主要課題を二重のものとみなした。短期に優先すべき緊急のことは旭大な国
際収支の赤字を除去することであった。中期のそれは負債を返済するために，
また経済成長率をスビードアップするために，その赤字を黒字に変える，とい
うものであった。」19)計画の中においても 「成長はわれわれが世界の中で借金
なしで暮すのでなければ維持できない」20)として国際収支の解決を重要視して
いる。にもかかわらず，国際収支の解決は経済成長という目標を達成するため
のいわば従属的ないし手段的目標の位置を与えられ，また現在の為替相場につ
いては討議されることなく，その他の対外的政策についても充分な検討がなさ
れたとはいえない。計画の最大の目標をあくまでヨリ急速な成長率の達成にお
き「われわれがヨリ急速なそして持続的な成長を手に入れるべきだとするなら
ば，主要な諸問題が解決されなければならない。その主なものは一一そしてそ
れらは相互に関連しているが一一国際収支を健全な状態に回復し，産業の効率
を増加させ，労働のギャップを埋めることである」21)とされた。
計画の作成方法については NEDC計画と大きい相違はない。やはり産業調
査とマクロ研究が行われた。産業調査の範囲は NEDCにおけるよりも拡大さ
れ，政府両部門にわたり経済のほとんどの領域がカバーされた。そして過去ば
かりでなく将来の企画や潜在的能力について，また問題点について各部門に解
答を求め，マクロ部門はそれを基礎資料として経済全体としての成長率達成の
諸条件を検討した。22) 結果，得られた目標は 1964年を 100として国民総生産
19) R. Opie,'、EcononicPlanning and Growth", The Labour Gorernment's Econo-
miic Record: 1964-1970 ed, by W. Beckerman, Duckworth, 1972, p. 166 
20) Cmnd. 2764, p. 1 
21) Ibid., p. 1 
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125 (年成長率3.8パーセント）．，個人消費121,政府経常支出119,総固定資本形成
138, 輸出136,輸入126,雇用103,である。だが計画期間における実績は国
民総生産の 114をはじめこの数値を大部分下回った。上廻ったものはわずかに
輸出の142,輸入の132であったが，輸出は平価切下げとデフレ政策によるもの
と判断される。23) しかもこれらの要因は計画の中に含まれていなかった。も
っとも『国家計画」は「1964年10月に発案され， 1965年 9月に生れ， 1966年 7
月に死んだ」と酷評されるほど短命であり，実質上計画として機能する余裕す
ら与えられなかったのである。その理由の最大のものは，再び訪れた国際収支
の危機を脱出するためにとられた1966年のデフレ政策であった。そしてこれは
同時にヨリ急速な経済成長の放棄をも意味したのである。こうして「イギリス
における経済政策作成上の一大重要な前進で」あるはずだったこの計画は消滅
した。
最後の計画は1969年 2月に発表された『前途の課題』であった。これは『国
家計画』とちがって，副題にあるように「1972年への経済的見通し」，暫定的
な予測にすぎない。『国家計画』の失敗は労働党政府に計画から単なる予測
への転換を強いたのである。これは「計画ではなく」単なる「計画ドキュメン
ト」24)であった。計画は放棄された。 これはむしろ EDC'sその他の機関を
通じて個々の産業と協議するためのフレームワークを提供するものであった。
さらにこの計画は他のそれらと違って，経済成長率について単一の数値を設定
することを止め，現在のトレンドから可能と考えられる成長率の範囲を設定し
た。すなわち年3.25パーセントを基本的な成長率とし，それを中心に高低2つ
の成長率 (4.0パーセントと 3.0パーセント）を置いた。つまり V字型に設定した
ので，これを wedge.approachと呼んだ。基本的成長率は実現さるべき成長
22)作成方法については， T.Brner, The national p[an, IEA, 1969、p. 48以下参照
23) Opie, op. cit., p. 174 
24) "Task Ahead"については T.Baker and J. Lecomber, Economic Planning for 
1972, PEP, 1969参照
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率ではなくその中心にすぎなかった。このことは輸出その他の目標についても
同様であった。
?
3つの計画はそれぞれヨリ急速な経済成長率の達成をその目標とするもので
あったが，それらの計画機構，性質などにおいて違っている。 60年代の計画化
の動向は『国家計画」において頂点に達したが，これとても 1年に満たず破産
した。この計画の失敗についてはさまざまな議論がなされた。そのひとつは
計画機構の問題である。 NEDCから DEAへ， そして再び NEDCヘ―
DEAは1969年10月に廃止された―というようにイギリスの計画機関は政
府官庁の内外へと揺れ動いた。なかでも，労働党政府の計画化への意気込みを
示すものでもあったDEAはいわばその新設の故に充分にその役割を果すこと
ができなかった，といわれる。 DEAには計画作成の役目とともに，大蔵省そ
の他政府諸機関における経済政策に影響力をもつすべての官庁の中にあってカ
ウンター・ウエイトとしての役割を与えられたのであるが，これとても短期の
政策については権限をもたず，また伝統的な制度に対抗しつつ，各省庁を調整
し，政策提案を行い，またその決定を行うことは，まさに荷が重すぎたのであ
る25)。こうした中で，しかも計画作成に許された期間は実に11カ月にすぎず，
したがってその性急さとスビードが後になってこの計画の失敗の原因のひとつ
として挙げられた。それが政治的な考慮にもとずくものであったにせよ，この
故にたとえ目標年度についての経済像について詳細に描くことができたとして
も，それへの経路について討議し，それをふくむ充分な計画に仕上げることは
至難となった。
次に計画作成にさいして行われた調査について，それ自体極めて不充分であ
ることが指摘された。予測のもつ本来的な困難さは別としても，企業が提出す
25) Opie, op. cit., p. 171 ，?
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る予測は，たとえば産出高，生産性の見積りにしても，結局は恣意的な，ある
いは希望的な観測にすぎず，いかに調査が多くの産業部門を包含し，いかに詳
細に行われても，この点は免れえず，また，データは時代おくれになりがちで
ある，という。事実『国家計画』においては一部で 1954年， 1960年の資料が
―産業調査においてでなくマクロ研究において一ー用いられた。26)その故に
「統計的作業として失敗していたこの計画は，それが発生してきてはいけない
不明瞭さの故に，有無をいわず撤回さるべきものであった」27)と評された。計
画作成についてはまた， NEDC計画における協議に関して次のように批判さ
れた。指示的計画は何よりも政府と産業との間の協調が必要であり，作成時に
おける代表者間での協議はそのためのものである。 NEDCにおいても代表者
間での利害が調整され合意が成立したのだが， それはNEDC自体が計画を実
行する権限，あるいは実行される計画を作成する権限をもたず，また政府が実
行する意思を持たぬことが明らかである限りにおいて可能であったのではなか
ろうか28) という。また，成長率をふくむ•その目標はきわめて楽天的であり，
この楽天さ，たとえば最適以上の成長率計画は企業を惑わせ，企業活動の無駄
を生み，資源の浪費につながり，あるいは企業の投資計画を狂わせ過剰投資を
生み，また高い生産性上昇の予測は賃金上昇を呼び，ィンフレを助長する，な
ど，つまりは計画はその公示効果のゆえに，むしろ撹乱要因として作用すると
ともに29入さらに政策がプラスされることによってその作用もまた助長され
た，というのである。
こうした批判は数え上げれば枚挙にいとまがない。だが最後に，指示的計画
の目標と政策に関連して少し述べておく必要がある。すでにみたように『国家
計画」の見通しの不適切さが明らかとなったのは 1966年の国際収支危機とデ
26) Ibid., p. 173 
27)アレン，前掲書， 151ページ
28) Opie, op. cit., p. 171 
29) Stanford, op. cit., p. 264 
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フレ政策であった。国際収支危機からの脱出を計画の目的のひとつとしながら
も，このための手段についての検討すら充分に行わず，絶対的目標としての経
済成長のために過度の需要助長政策を行い危機を更に深化せしめた。デフレ政
策は計画から排除されていた。こうしたことは単に計画の見通しの甘さとい
った問題ではなかった。計画の目標が経済成長に集約されることが，当時のイ
ギリスにおいてはどう意味をもっていたかは問わないとしても，少くともそ
の成長にとって不可欠の国際収支危機の問題が，当初より経済成長に倍する政
策課題であり，またその解決には短期ではなく，少くとも計画期間を要するも
のであることは明らかであった。だがこれは，計画というものに対する価値観
の相違によるものかもしれない。しかし，労働党政府が最も重要と判断した最
大目標としての経済成長は，国際収支危機によって放棄された。目標数値の改
訂が「現実との乖離」によって生じることはいわば指示的計画の宿命であり，
もともとその数値は相当の巾をもって解釈されなければならず，またそれの現
実との乖離も当初より起りうるものと考えられている。だが『国家計画」の
場合は事情が異なる。放棄されたのは，成長率の数値ではなくてヨリ急速な
る成長そのものであった。つまり 「成長計画」それ自体であった。 しかもそ
れは政府自らの政策変更という意識的な形をとってである。国際収支危機とい
う目前の緊急事態が計画に優先されデフレ政策が採用された。為替相場その他
の対外諸条件に対する人為的な制限なしに，この危機に対処するためには，そ
の「国際至上主義」を堅持するためには，国内における制限的政策を採用する
以外の道は残されなかった。「常に緊急事態が重要性にうち勝った。 イギリス
においては相つぐ政府による優先順位の選択が行われたとき，それは国際収支
と選ばれた率替相場はあらゆる犠性を払っても一一少くとも失業とヨリゆる
やかな成長という犠牲を払って＿防衛されなければならぬ，ということを意
味した。」30)とすれば計画の，成長計画の意味はどこにあったのか。「われわれ
30) Opie, "Planning in the UK", in The Crisis切 Plan,血g,ed. by M. Faber 
and D. Seers, Sussex Univ. Press, 1972, p. 215 
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が行った仮定のひとつは，計画が優先され，そして政府によって追求される他
の政策はそれに適合するようになされるはずであった。……事実はそうではな
かった。……結果4バーセントの成長率は達成不可能となった。」 31)これは計
画に対する政府の政治的姿勢の問題と連がる。少くとも労働党政府にあっては
計画は，政府のイニシャティプの下に実施されるぺきものであり，その政策の
大網を示すものであった。それは公約的性格をもち実行を予定されたものであ
った。指示的計画の論理からすれば，民間部門がそれを期待することによって
自らの行動を考える指針でもあり，また政府にとっては民間部門を計画に適応
するよう誘導する手段であった。ここにいわば協調と信頼にもとずく計画のひ
とつの意味がある。もちろん，現実の経済動向に相応して計画に示された政策
のすべてが行われる必要はないのと同様に，逆に計画に示されない政策が行わ
れることも確かである。だがそれはあくまで目標に沿ってのことである。とも
あれ，労働党政府は計画に自らの手で破産宣告を下した。そして同時に，国民
に対し政府に計画実現の能力はもちろん，計画作成のそれがあるかどうかにつ
いて疑問を抱かせ，また労働党政府の経済管理への意欲を失わせることによっ
て，計画化への流れそのものを消し去ったのである。イギリスにおいては50年
代終りから60年代中頃にかけての当初の計画化への渇望とその努力とにもかか
わらず，経済計画の功績と認められるべきものを見出すことは困難である。計
画目標は達成されなかったし，計画の存在は経済成長にも国際収支にも良い影
響を与えたとは云い難<,60年代もまたストップ・ゴー政策と基本的には異ら
ぬ発展パターンを描いた。計画は明らかに失敗であったといわれる。
?
イギリスを問わず， なぜ資本主義国において経済計画化が成功しなかった
かといった問題を解くには，それこそ「1001コの理由」をあげねばならないと
31) Opie, "Economic Planning and Growth", p. 171 
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いわれる。後進国を例にとってのことではあるが，ある論者は「計画立案者は
あまりに少く，統計はあまりに不完全であり，世界市場や収穫はあまりに予想
できず，計画立案者は行政官からあまりに分離されており，計画事務局は政府
機構において力のある位置になく，予算は適切なカテゴリーで構成されておら
ず等々 」 32)とつぶやく。先進国においても大差のないつぶやきは洩れる。中
には解決不能と思われる問題もあれば，そうでないものも含まれる。しかし混
合経済化の進展は，一時的にはともかく，経済計画化の必要と要求を高めざる
を得ないであろうし，とすれば資本主義の計画化にまつわる困難を解決する努
力も重ねられてゆくに違いない。
しかし，現時点においては指示的計画について「その理論的基礎が依然とし
て不明」33) であるとまで云わないにしても明確でない点は多い。そのひとつ
はこの計画の本質的な問題である計画と私企業部門との関係である。市場経済
への介入を企図した『国家計画」においてもその機構を「破壊しないよう配
慮」することが大前提であった。資本主義経済が市場経済の基礎の上に成立す
るものである限り，いかに混合経済化が進展しようとも計画と市場経済との
この原則を動かないであろう。つまり資本主義の経済計画がいかなる場合にお
いても，市場経済を基調としその枠内から脱け出すことはできない。だが今日
そのいわゆる市場経済自体が変質し，その自動調節機能が衰退化しつつあると
ころに，国家の介入の基礎が与えられる。私益＝公益の原則が常に守られると
いう保証はすでにない。したがって，市場経済との関係において国家はこれを
補完する役割を与えられる。この点で国家介入の 2つの道がある。ひとつは市
場機構における自動調節機能を回復すること，もうひとつはその衰退によって
もたらされる諸々の敵害を除去することである。通常この2つの道は，平行的
にではないにしても同時に行われるが，いずれにしてもこの国家介入は国家の
32) D. Leys, "A New Conception of Planning," in The Crisis in Plann切g,p, 57 
33)アレン，前掲書， 155ページ
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もつ経済的手段を用いて私企業部門に介入することを意味する。計画は政府部
門における政策の長期的公約として，同時にこうした私企業部門への介入の政
策体系でなければならない。そして当然これらは国家のイニシャティプのもと
で行われるものと考えられた。イギリス労働党においても計画はそうした立場
で設定された。しかし，現実には市場機構への介入の道が私企業部門の利害と
一致した常に開かれた道であるという保証は存在しない。むしろ逆に介入は利
害において対立することが常態であった。イギリスにおいても，アレンが云う
ように計画が失敗した理由のひとつは「政府介入は企業を促進するより，萎縮
させるという考えをもった頑固なまでに懐疑的なイギリス産業人に拡張発展的
な精神を鼓吹することに，政府が失敗したことであった。」 34)実はこの点が指
示的計画の最大の問題点なのである。「合意」「協調」「公示効果」「期待」「説
得」「誘導」など， これらの用語は指示的計画が説明されるさいのものである
が，これらは計画における政府のイニシャティプ＿計画の作成時はともか
く，その実施の局面における＿を示すものではなく，むしろこれらは私企業
部門のイニシャティプを意味するものであった。市場経済をその基調とする限
り，いかに強力な政策手段を一ー政府部門の拡大によって一一手に入れたとし
ても，その行使は当然この部門からの制約をうけざるを得ないし，計画実現の
イニシャティプは私企業部門の手中に残される。そして，このことがイギリス
の経済計画を破産させ『前途の課題』において単なるドキュメント，単なる予測
へと転化せしめた最大の理由であったといえる。もし計画が実効ある計画とし
て存在を続けるための方法は，あるいは私企業の全面的なイニシャティプのも
とにその合意によってのみ計画を実施することを保証するか，政府が計画目標
ー一たとえば経済成長＿の実現を絶対的に保証するか，でなければならない
ことになるだろうがそれは不可能なことである。政府のイニシャティプとみら
れるものは，いわば民間部門のイニシャティブの反映としてのそれであろう。
34)アレン，前掲書， 153ページ
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この点に関連して今日，指示的計画の広く承認された利点のひとつは，計画
による情報の提供である。経済発展の見通しや国内外の市場情況などの情報，
あるいは政府が行う公共支出，補助金，国家需要，税制などの経済活動につい
ての情報を提供することである。資本主義の発達はますます企業にとって未知
の要素を増加し，またそれに対する知識を必要とするが，それらを手に入れる
ことは困難である。政府はその統計および経済のサービス機関をもち，現代の
計算技術と大量情報収集の手段をもち，近似的にせよ，短期および長期の経済
予測を可能としている。ミードが市場の不確実性が「将来の市場組織あるいは
指示的計画の組織によって除去されうる種類の不確実性である」85)といってい
る理由のひとつはここにある。この点における利益は，或る限度をおくにせよ
誰しも認めるところであろう。 （未完）
35) J. E. Mead, The Theory of Indicative Planning, 1970, p, 3 
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